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第6章 リニア時代の“ものづくり”対流拠点形成に必要な機能、構造等 
 
 中部圏は、“ものづくり”産業を支える改善マインドを持った優秀な人材、現場での

すり合わせ等による生産技術力やこれらの力を有する企業の高密度な集積とそれを支

える各種社会インフラ（高速道路・鉄道・空港・港湾等）の整備により、我が国随一

の“ものづくり”産業の集積地として我が国の経済発展を牽引し続けてきた地域であ

る。 
 一方、首都圏は様々な主体の中枢機能や消費者市場、金融センター及び IT 企業など

様々なヒト・モノ・カネの集積があり、近畿圏においては、歴史・文化や医療・ライ

フサイエンス関連企業など、中部圏とは異なった機能の集積がみられる。 
 中部圏が引き続き我が国の経済発展を牽引していくためには、産業を取り巻く変化に

迅速に対応し、IT 人材の集積・育成、知的対流拠点の形成、地域環境整備に取り組み

イノベーションを引き起こし、“ものづくり”を進化させ続けることが必要である。 
 今後、全国各地域においても、第四次産業革命（IoT、AI、ﾛﾎﾞｯﾄ等）の進展による

「情報」分野のボーダレス化やリニア中央新幹線と高速交通網や空港、港湾等とのネ

ットワーク化による「人やモノの移動」といった交流圏の拡大が期待される。 
 そうした中、中部圏においては、世界的にも卓越した産業集積や技術力をフルに活か

し、首都圏・近畿圏に集積するヒト・モノ・カネを全国最大の交流圏となる圏内で対

流させ“ものづくり”を進化させ続ける「“ものづくり”対流拠点」を目指し、その

機能を戦略的に展開していくことが求められる。 
 

図表 6-1 リニア時代の対流のイメージ 
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6.1. “ものづくり”対流拠点形成に必要な機能、構造 
6.1.1. オープンでグローバルな対流促進機能 
 IT のめざましい発達により、日々、アイデアが社会に実装される世の中になってきて

いる。中部圏においてもスピード感を持ったイノベーションが必要であり、新たなア

イデアを生み出し、実現するための最も有効な手段の一つが様々な人々とのフェイ

ス・トゥ・フェイスのコミュニケーションである。 
 これまで、ものづくり企業においては技術を極めるため組織内のクローズドな環境で

切磋琢磨し、技術力を高め、新たな製品を生み出すことを強みとしてきた。今後はそ

の高い技術力を新しいアイデアによってサービスの提供とセットにした“コトづく

り”に活かしていくことが必要となる。新しいアイデアやビジネスの種（シーズ）を

生み出したり得るためには組織内にとどまらない様々な人材とのフェイス・トゥ・フ

ェイスのコミュニケーションが必要である。 
 フェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーションの対象は組織の壁、業種の壁あるい

は地域や国境を越える。こうしたオープンでグローバルな予定調和なき対流こそが今

後の“ものづくり”に必要な機能である。 
 
6.1.2. 社会実装を高速で実現できる機能 
 新たな製品・サービス等が中部圏を舞台に創発されていくには、ユーザーフレンドリ

ーなデザイン思考をベースとして実験、検証、改良を繰り返し、社会実装していくこ

とが必要である。 
 また、近年のグローバルな競争力確保の観点から、他地域の取り組みを追随するので

はなく、世界に先駆けて社会実装することで発信力を高めることが、世界中からヒ

ト・モノ・カネを集積させる上で肝要である。先駆けて実装することで、先進的な技

術を持った人材や関連産業が効果的に集積し、世界シェアを獲得する上での大きなア

ドバンテージとなる。 
 そのため、中部圏の最大の強みである“ものづくり”産業の集積をフルに活かし、ア

イデアから社会実装までを高速で推し進める機能が必要である。 
 
6.1.3. 災害に対して粘り強くしなやかさを備えた地域の構築 
 ヒト・モノ・カネを呼び込み、対流を促進していくための前提として、企業や投資家

が安心して投資ができる社会基盤が重要である。 
 近年、増加しているゲリラ豪雨や台風による水災害、南海トラフ巨大地震など迫りく

る自然災害などに備えるため、最悪の事態を念頭に置き、事前防災・減災と迅速な復

旧・復興に資する施策を総合的、計画的に実施し、災害に対し粘り強くしなやかさを

備えた地域の構築が必要である。 
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 これらの機能、構造を備えることで、首都圏・近畿圏をはじめとして全国や海外から

もヒト・モノ・カネを呼び込み、中部圏内での対流を確立し、中部圏からイノベーシ

ョンが創出されていくものと考える。 
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6.2. 展開されるべき地域戦略（案） 
 “ものづくり”対流拠点形成に必要な機能、構造を踏まえ、展開されるべき地域戦略

（案）を提案する。 
 
6.2.1. フェイス・トゥ・フェイスコミュニケーション環境の構築 
 オープンでグローバルな対流促進を図るには、フェイス・トゥ・フェイスのコミュニ

ケーションがより促進される環境の構築が不可欠である。 
 まずは「地域環境」としてスーパー・メガリージョンの拠点となる各リニア駅から圏

域内への移動の円滑化が必要となる。具体的には高速道路の整備や二次交通の整備と

ともに高速交通ネットワークとのアクセス性（接続性）の向上等があげられる。 
 また、アクセス性の良い区域に「知的対流拠点」を設置することにより、中部圏内外

の多様な技術者と起業家などがアイデアを出し合ったり、企業や投資家などと出会え

たりできる環境づくりが重要である。また、それぞれの知的対流拠点をネットワーク

化することによって効果的かつ効率的にイノベーションを創出していく必要がある。 
 

図表 6-2 〔参考〕フェイス・トゥ・フェイスコミュニケーション（高速交通網） 

 
出典：国土交通省「第 1 回スーパー・メガリージョン構想検討会」資料より作成 
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図表 6-3 〔参考〕フェイス・トゥ・フェイスコミュニケーション(ｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙ） 

 
出典「国土交通省 第３回都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」資料 

 
6.2.2. 社会実装を高速で実現させる地域づくり 
 社会実装を高速で推し進めるためには、フィールドの設備などのハード面はもちろん、

実験や実装の許認可手続きのしやすさや地域の受け入れ体制など、ソフト面における

体制づくりが重要である。 
 アイデアを社会実装するまでには、場合によっては社会実験が必要となるが、協議や

地元調整、行政手続き等に時間がかかることがネックとなる。そのためは、規制緩和

等の行政のサポート、地域住民の理解・協力のもと圏域全体で社会実験に意欲的に取

り組み、実行のスピードアップを図ることが必要となる。 
 例えば、社会実験の手法として市民、大学、企業、行政がアイデアを持ち寄り、サー

ビスのプロトタイプを実際に使ってみながらディスカッションを繰り返すなど、試行

錯誤しながら具体的なサービスに育て上げていくリビングラボ（生活の一部として社

会実験を行う）の取り組みも有効である。 
 また、圏域の様々な地域で社会実験に取り組むことにより「人材の集積」が促進さ

れ、受け入れ側の「人材の育成」にもつながると考えられる。 
 次世代の“ものづくり”を実装した地域の実現は地域経済の活性化や生活の質を高

め、ひいては地域全体の魅力を高めることに寄与し、次世代の社会インフラやライフ

スタイルのあるべき姿を発信することが可能となる。 
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図表 6-4 〔参考〕中部圏の将来ビジョン（一般社団法人 中部経済連合会） 

 
 
6.2.3. 産学官民の有機的な連携による防災・減災対策 
 災害に対して粘り強くしなやかさを備えた地域を構築するには、圏域内の産学官民の

あらゆる機関が連携し地域全体で防災・減災対策を実施し、地域の強靱化に取り組む

必要がある。 
 ハード対策のみに依存せず、人命を守るための避難を中心としたソフト対策をするな

ど、ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた施策を推進する。 
 防災体制を実行性あるものとし、地域全体の災害対応力を高めるため、関係機関が連

携しインフラ施設の早期復旧計画を共有し、広域的・実践的な防災訓練により、組織

体制の機能や連携の確認を行う。 
 企業等は事業継続計画の策定、国内外のサプライチェーンの複線化、重要なデータや

システムの分散管理等の対策を推進する。 
 高度経済成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化することを踏

まえ、中長期的なトータルコストの縮減・平準化を図りつつ、対象となるインフラの

維持管理（メンテナンス）・更新を確実に実施する。 
 

【中部圏が目指す将来像】 

方向性①ものづくり基盤とデジタル技術革新の融合で世界をリードする新世代の成長産業を創

出する地域 

アイデアから製品化までを超高速化し、一気通貫で実現し続けられるよう、圧倒的なス

ピード化で新世代の成長産業を創出し、高い生産性と付加価値を生み出すイノベーショ

ン・エコシステムを構築 

 

出典：中部経済連合会・提言書「中部圏の将来ビジョン ～2050 年を見据えた中部圏の広域的な地域づくり～」より 
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図表 6-5 国土強靱化の目的・基本目標、レジリエンスのイメージ等 

 
出典：中部地方整備局資料 

 

 
 

図表 6-6 国土強靱化の取り組み 

 

【国土強靱化の取り組み】 

 
出典：中部地方整備局資料 

 
  

緊急対策のうち、「高潮・
津波」対策については、日
本最大のゼロメートル地
帯である庄内川・木曽川
の河口部において、津波
による浸水被害軽減対策
を実施する。

ハード対策

河川関係

樹木伐採の事例

高潮・津波の事例

港湾関係

以下コメントに
あった写真を
はってください。

外貿コンテナターミナルに
ついては、地震または浸
水リスクが高く、対策が実
施されていない施設のう
ち、事業実施環境が整っ
た施設について緊急対策
を実施する。

強靱化の写真
をはってくださ
い。
コンテナの流出防止対策（固縛設備）

非耐震強化岸壁背後の陥没

緊急対策のうち、「耐震」
対策については、地震の
影響が大きい地域にある
耐震対策未実施橋梁のう
ち、関係機関協議が整っ
ていない橋梁を除く約５割
を実施する。

道路関係

支承部補強

耐震

法面・盛土
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6.3. 地域戦略（案）の実現に向けた体制 
 地域戦略（案）を中部圏全体で実現していくためには、産学官各組織の個別の活動

ではなく、各関連主体が相互に連携し、早期の合意形成をはかり、各々の役割を果

たしていくことが必要不可欠である。 
 中部圏全体では、産学官が連携し、圏域全体で共通の戦略を推進していく体制（組

織）を整備することが必要である。 
 一方、各地域では、フェイス・トゥ・フェイスコミュニケ－ション環境の構築により、

産学官民で地域特性を活かした地域戦略を具現化する体制づくりを行っていくこと

が有用である。 
 これらの体制づくりは、地域全体の魅力を高め、様々な対流を促す地域づくりの一助

となり、「“ものづくり”対流拠点」の実現につながっていくものと考えられる。 
 また、内閣府の主導による産学官連携で世界と伍するスタートアップを生み出す都

市の形成に向けた取り組みも始まっている。体制づくりに向けて、このような国の施

策などを活用しつつ、地域内の産学官連携の礎を築く、あるいは連携を一段深めるこ

とも考えられる（図表 6-8）。 
 

図表 6-7 地域戦略（案）の実現に向けた体制のイメージ 

 

産

学 官

圏域全体での共通戦略を定め、
産学官が連携して地域づくりを

推進する体制

中部圏全体の体制

経済団体等

地方支分局（国）
県・政令市（自治体）

大学・研究機関等

各地域で戦略を具現化する体制づくり

※図はイメージであり、具体な地域を示すものではない

連携

大学・研究機関

企業

自治体

住民・ユーザー

各地域

・知見の提供
・プロトタイプ開発 等

・地域課題の抽出
・フィールド提供
・アイデア、意見を得て
課題解決 等

・プロトタイプ開発
・製品・サービス 等

・生活者・利用者
としての意見

・フィールド提供 等

連携
共創

※各主体の役割は社会実験のケースを
イメージしている

戦略を実現する多様な主体（ｲﾒｰｼﾞ）
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図表 6-8 〔参考〕世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略 

【スタートアップ・エコシステム拠点都市の形成】 

■概 要： 
・地方自治体（区市町村・都道府県）・大学・民間組織（ベンチャー支援機関、金融機

関、デベロッパー等）で構成員とするコンソーシアム（協議会等）に対して、「スター

トアップ・エコシステム拠点都市形成プラン」を公募。 
・有識者と内閣府、経済産業省、文部科学省による選定委員会で拠点都市（①グローバル

拠点都市 ２～３箇所、②推進拠点都市 数箇所）を選定。 
・政府、政府関係機関、民間サポーターによる集中支援を実施することで、世界と伍する

スタートアップ・エコシステム拠点形成を目指す。 
■公募期間：令和２年１月中旬～２月中旬（拠点都市選定：令和２年３月下旬） 
■主 体：内閣府 

 
出典：内閣府 HP・資料より作成 
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おわりに 
中部圏はものづくり産業で日本経済を牽引し、世界をリードしてきた。近年では AI・IoT

の台頭による IT の進化やシェアリングエコノミーの進展など、直面すべき課題や新たな潮

流への対応が必要となってきている。一方で、リニア中央新幹線の開業が予定されており、

スーパー・メガリージョンの中心として、地域のポテンシャルの高まりが期待されている。 
 
これらを踏まえ、中部圏広域地方計画が掲げる将来像『暮らしやすさと歴史文化に彩られ

た“世界ものづくり対流拠点－中部”』の実現に向けては、従来型の“ものづくり”のみな

らず、“コトづくり”の人材の集積・育成、知的対流拠点の推進を図っていくとともに、   

それらを支える基盤として地域環境を整え、イノベーションを引き起こし“ものづくり”を

進化させ続けることが必要となる。 
 
そのために、“ものづくり”産業の集積や首都圏・近畿圏との近接性をフルに活かした、

様々な対流を促進するフェイス・トゥ・フェイスコミュニケーション環境の構築と発想から

社会実装までを高速で実現する地域づくり、さらに各機関が有機的に連携し防災・減災対策

に取り組むといった共通する地域戦略（案）を定め、産学官がこれまで以上に一体となって

連携して取り組んでいくことが肝要である。 
 
そして、“ものづくり”対流拠点形成においては、都市部でのイノベーションのみならず、

各地域の資源や魅力を磨き、また創出することによる圏域全体での発展・活性化が必要不可

欠である。例えば、地方部においては、ニッチ分野で高い世界シェアを有するグローバルニ

ッチトップ企業 1を生み育てていくことや各地域の資源を活かした広域観光の推進、さらに

地域の独自性を活かした魅力ある交通結節点の整備により対流を促進することなどが考え

られる。 
このように様々な分野において圏域全体の魅力度を向上させることで、中部圏がスーパ

ー・メガリージョンのセンターに相応しい“ものづくり”対流拠点を形成していくことが求

められる。 
 

 
 
 
 
 
 
1 国際市場の開拓に取り組んでいる企業のうち、ニッチ分野において高いシェアを確保し、

良好な経営を実践している企業（平成 26 年 3 月経済産業省「グローバルニッチトップ企業

100 選」より) 
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【参考】中部の地域づくり委員会の概要 

 

１．中部の地域づくり委員会について 

中部圏広域地方計画の効果的推進等に関し学識経験等を有する者の意見を聴く場として、

中部の地域づくり委員会を設置。 

 

 

２．中部の地域づくり委員会 委員 （平成 28年 12月 13日～令和 2年 2月 17日） 

（敬称略五十音順） 

 

内田 俊宏   中京大学経済学部 客員教授 

 

小川 正樹   一般社団法人中部経済連合会 専務理事 

 

（座長）奥野 信宏   公益財団法人 名古屋まちづくり公社 

名古屋都市センター長 

 

後藤 澄江   日本福祉大学 福祉経営学部 教授 

 

佐々木 眞一※  トヨタ自動車株式会社 元副社長 

（※平成 31年 3月末をもって委員を退任） 

         

森川 高行   国立大学法人名古屋大学 未来社会創造機構 教授 
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（検討経過） 

①中部の地域づくり委員会 

開催回数 日時・場所 内容 

第１回 平成 28 年 12月 13日（火） 

10:30～12:00 

名古屋合同庁舎 1号館 

11階 第一会議室 

○委員会の設立について 

○広域地方計画の具体的な推進方策について 

○リニア時代の”ものづくり”対流拠点形成の検討

について 

第２回 平成 30 年 10月 18日（木） 

16:00～17:30 

名古屋都市センター 

11階 ホール 

○意見交換会の概要（第１回～第５回） 

○中部の地域づくり委員会 中間とりまとめ（素案） 

・ものづくりの現状・課題及び将来方向、リニア 

中央新幹線の効果 

・“ものづくり”を進化させる地域づくりの基本 

方針､ 将来方向実現のための取組み 

第３回 平成 31年 2月 5日（火） 

15:00～16:30 

名古屋都市センター 

11階 ホール 

○「リニア時代の“ものづくり”対流拠点形成」の

検討について 

・中間とりまとめ（案） 

・アンケート調査結果【報告】 

第４回 令和元年 9月 19日（木） 

15:30～17:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

９階  

中部運輸局海技試験室 

○中部の地域づくり委員会規約の一部改正 

○「リニア時代の“ものづくり”対流拠点形成の検

討について 

・人材育成・集積、知的対流の促進に向けた具体 

的取組 

・地域の環境整備に向けた具体的取組 

第５回 令和元年 12 月 25日（水） 

15:30～17:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

11階 

共用大会議室 

○第４回委員会の資料修正 

○“ものづくり”対流拠点形成に必要な機能。構造

等について 

第６回 

 

令和 2年 2月 17 日（月） 

15:30～17:00 

名古屋合同庁舎第２号館 

 

 

○第５回委員会の資料修正 

○とりまとめ（案） 
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②中部の地域づくり委員会 意見交換会 

開催回数 日時・場所 内容 

第 1回 平成 29 年 3月 7日（火） 

13:00～15:00 

アイリス愛知 

２階 大会議室コスモス 

○ゲストスピーカーとの意見交換 

トヨタ自動車(株) 常務役員    槇 祐治氏 

(株)東海メディカルプロダクツ 会長   

筒井 宣政氏 

三菱航空機(株) 執行役員    二ツ寺 直樹氏 

 

第 2回 平成 29 年 6月 9日（金） 

10:00～12:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

11階 共用大会議室 

 

○ゲストスピーカーとの意見交換 

豊明花き(株)  代表取締役社長   福永 哲也氏 

ヤマト運輸(株) 中部ゲートウェイ長 

 関根 利治氏 

第 3回 平成 29 年 8月 30日（水） 

13:00～15:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

９階 海技試験室 

 

○ゲストスピーカーとの意見交換 

多摩川精機(株) 取締役副会長   萩本 範文氏 

(株)デンソー  安全衛生環境部長   棚橋 昭氏 

第 4回 平成 29 年 12月 25日（月） 

15:00～17:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

９階 海技試験室 

 

○ゲストスピーカーとの意見交換 

(株)エイチーム 取締役      牧野 隆広氏 

ブラザー工業(株) チーム・マネージャー 

 青木 勝彦氏 

第 5回 平成 30 年 2月 13日（火） 

13:00～15:00 

名古屋合同庁舎第１号館 

11階 共用大会議室 

 

○ゲストスピーカーとの意見交換 

在日米国商工会議所 中部支部 理事 

Michel Weenick 氏 
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17 
 

③中部圏広域地方計画協議会シンポジウム 

【開催概要】 
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【チラシ（表）】 
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